
文部科学省 令和６年度「都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修」 

今、立ち止まって考える地域日本語教育の総合的な体制づくり 

～様々な新制度の側面からの情報提供とその活用～ 

次  第 

 

 

 
１. 開会挨拶（文部科学省） 

 

２. 施策説明（出入国在留管理庁・文部科学省） 

 

３. 基調講演等 

 ⅰ 外国人材受入れと日本語教育～地域における日本語教育の位置付けと意義～ 

特定非営利活動法人国際活動市民中心（ＣＩＮＧＡ） コーディネーター  

新居 みどり 氏 

ⅱ「日本語教育の参照枠」の活用に向けた情報提供 

   武蔵野大学 グローバル学部 教授 島田 徳子 氏 

 

４. 実践報告・質疑応答 

（１）【ⅰ秋田県・京都府】 

「ニーズを踏まえた基本方針の策定とそれを生かした事業展開の構想」 

      【秋田県】基本的方針の策定と日本語教育推進の取組 

       秋田県企画振興部国際課 副主幹 三浦 久人 氏 

      【京都府】地域における日本語教育推進プラン（第２次）の策定及び今後の取組 

       京都府知事直轄組織国際課 主幹兼係長 明石 理香 氏 ／ 主事   山本 航平 氏 

（２）【ⅱ 高知県】「県域全体に対する日本語教育の提供を念頭に置いた体制づくりの検討」 

高知県文化生活部文化国際課 日本語教育総括コーディネーター 尾﨑 裕子 氏 

（３）【ⅲ 川崎市】「政令市域における日本語教育の提供の体系的な検討」 

    川崎市における地域日本語教育～これまでの取組を踏まえた方針策定・今後の展開～ 

       川崎市市民文化局多文化共生推進課 課長補佐 松長根 直樹 氏 

 

５. 意見交換 

【ⅰ秋田県・京都府】株式会社 link design lab 代表取締役 長尾 晴香 氏 

【ⅱ 高知県】JICA関西 市民参加協力課 国際協力推進員（外国人材・共生） 山本 聖也 氏 

【ⅲ 川崎市】特定非営利活動法人 ESUNE 副代表理事 斉藤  雄大 氏 

 

６. 全体講評 

特定非営利活動法人国際活動市民中心（ＣＩＮＧＡ） コーディネーター   新居 みどり 氏 

 

７. 情報提供 

ⅰ日本語学習サイト「つながるひろがる にほんごでのくらし」追加コンテンツ紹介 

TOPPAN株式会社 シニアアドバイザー 仲山 潤一 氏 

ⅱ「日本語パートナーズ事業」紹介 独立行政法人国際交流基金 日本語パートナーズ事業部  

事業第２チーム 主事 長瀬 裕太 氏 

 

 
日時：令和７年１月１６日(木) 

１３：００～１７：２０ 

開催：オンライン 



 

 
 

＜配布資料＞ 

【資料１】【②-１施策説明】出入国在留管理庁「外国人との共生社会の実現に向けた取組」 

【資料２】【②-２施策説明】文部科学省「文部科学省における日本語教育施策について」 

【資料３】【③-１基調講演等】新居講師「外国人材受入れと日本語教育～地域における日本語教育の位置付 

けと意義～」 

【資料４】【③-２基調講演等】島田講師「「日本語教育の参照枠」の活用に向けた情報提供」 

【資料５】【④-１実践報告ⅰ秋田県】「基本的方針の策定と日本語教育推進の取組」 

【資料６】【④-２実践報告ⅰ京都府】「地域における日本語教育推進プラン（第２次）の策定及び今後の取 

組」 

【資料７】【④-３実践報告ⅱ高知県】「県域全体に対する日本語教育の提供を念頭に置いた体制づくりの検 

討」 

【資料８】【④-４実践報告ⅲ川崎市】「川崎市における地域日本語教育～これまでの取組を踏まえた方針策 

定・今後の展開～」 

【参考資料１】TOPPAN株式会社「つなひろの概要」 

【参考資料２】独立行政法人国際交流基金「日本語パートナーズ派遣事業のご案内」 


